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研究成果の概要（和文）：本研究は、持続可能な社会転換の中、ごみ分別行動を国際的に比較・分析するもので
ある。日本、中国、ベトナムおよび国際コミュニティを対象に、計画行動理論（TPB）を基盤としたアンケート
調査やインタビューを実施し、行動意図に影響を与える要因を解明した。調査結果から、各地域の文化的背景や
社会的規範、政策の影響が分別行動に与える影響を明らかにし、教育や政策の重要性を強調している。特に、中
国では知覚行動制御が強く影響し、日本では政策が大きな役割を果たし、ベトナムでは社会的規範が重要である
ことが示されている。本研究は、異なる文化的背景を持つ地域での効果的な廃棄物管理政策の設計に貢献できる
と考えられる。

研究成果の概要（英文）：This study compares and analyzes waste separation behavior internationally 
in the context of sustainable social transformation. Questionnaires and interviews based on the 
Theory of Planned Behavior (TPB) were conducted in Japan, China, Vietnam, and international 
communities to elucidate factors influencing behavioral intentions. The survey results reveal the 
influence of each community's cultural background, social norms, and policies on sensible behavior, 
and emphasize the importance of education and policies. In particular, the study indicates that 
perceived behavioral control has a strong influence in China, policies play a major role in Japan, 
and social norms are important in Vietnam. This study could contribute to the design of effective 
waste management policies in regions with different cultural backgrounds.

研究分野： 環境社会システム
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、異なる文化的背景を持つ地域におけるごみ分別行動の要因を計画行動理論（TPB）に基
づいて詳細に分析した点にある。研究の中、学際的な理解が深まり、社会心理学、社会学、経済学の視点からの
融合を図った。また、異文化間の比較研究を通じて、行動意図と実際の行動のギャップを埋めるための有効な戦
略を示唆している。社会的意義としては、調査結果に基づく具体的な政策提言が、各地域の文化的・社会的背景
を考慮した廃棄物管理の改善に貢献する点である。特に、教育や啓発活動、政策の適切な導入が分別行動の促進
に重要であることが示されており、これらの提言は持続可能な社会の実現に向けた具体的な手段となる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

経済成長、人口増加、都市化の進展により、世界中で都市固形廃棄物（MSW）の発生量が急増し

ている。2016 年の 20 億トンから 2050 年には 34 億トンに達すると予測される（World Bank, 2018）。リサ

イクル可能な家庭廃棄物の 90％が適切に分別されず、環境汚染や資源の浪費を引き起こしている（Gu 

et al., 2015）。多くの先進国は家庭での廃棄物分別を導入し、持続可能な MSW 管理を達成している。

例えば、スウェーデンは廃棄物の 50％以上をエネルギーに転換し、ウェールズはリサイクル率を 55％に

引き上げた（Swedish Waste Management Association, 2018）。日本も最終処分量を 80％削減し、リサイ

クル率を 20％に向上させた（環境省, 2020）。これらの成功は厳格な法律と政策によるもので、家庭や個

人の行動変容が不可欠であった（環境省, 2014）。 

ごみ分別行動は代表的な環境配慮行動として、資源循環利用の基礎の一環であり、持続可能な

社会へ転換する中、ミクロレベルのサステナビリティ・トランジションの縮図と言える。学術分野において、

社会学、社会心理学、経済学などの視点から研究されている。日本の社会学の研究文献により、社会

的ジレンマのメカニズムの分析から、「規範意識」と「反コスト意識」が環境配慮行動に対して大きな影響

力を持っていると分かった（海野，2006）。社会学の研究は、社会現象を深く理論的追及でき、現状把

握に有効だが、具体的な行動変容の促進策につながりにくい。一方、経済学の視点から、社会学の理

論を導入し、定量的に国際比較研究も進められている（横尾ら，2015）。経済学の分析は要因を定量的

に検証できるが、一回に検証できる要因の数が限られているため、全体像を捉えにくい。一方、社会心

理学の分野で、計画的行動理論に基づいて、アンケート分析しモデルを構築する研究は近年増えてい

る。このような研究は多くの行動に関わる規定因を一斉に分析することが出来るが、アンケートのみで、

詳細インタビューがない場合、深い議論と考察ができていない。いずれも短所と長所があり、より融合的

な国際比較研究が必要。 

 
２．研究の目的 

国際的な視点から見ると、ごみ分別に寛容な地域と分別に厳しい地域があり、これから分別制度を

確立していく地域もある。多様な社会背景において、分別行動に対する国際的な調査・比較に非常に

意義がある。異なる社会経済の文脈において、ごみ分別行動に影響する要因がどのように構成してい

るかは本研究の第一の研究目的である。日本のごみ分別制度が 1980 年代後半から全国的に確立され

て、中国上海の分別制度が 2019 年 7 月に開始した。ごみ分別体制の確立は、社会経済環境の条件を

無視して心理的方略（藤井，2003）を講じる意味がない。逆に、行動に影響する心理的な要因を無視し

て外部環境を変えさせるのは、非効率な方策になる可能性が高い。政策・方策が行動要因をどう影響

するかおよび行動変容を促すかを本研究の第二の研究目的である。行動変容のメカニズムを理解する

ために、変容段階ごとの特徴、各要因の強弱変化、短期的・長期的効果を区別し、パネルデータの収

集と分析が欠かせない。 

本研究では、既存の研究のエッセンスを吸収しつつ、社会心理学の構造分析を分析のプラットフォー

ムにして、社会学と経済学、行動科学の研究を参照しながら融合的な実証研究方法を開発する。政策・

方策が外部環境を変えて、その変化がさらに行動要因に影響し、最終的に、行動の意識と変容につな

がる流は本研究のフレームワークである（図 1）。予備研究で用いた計画的行動理論のモデルは拡張し

やすく、研究ニーズに合わせて要因構造を形成し、新たな理論を発見・検証できる。また既存の研究は

ある時点のある現象の分析、すなわち横断面データを用いたものが殆どである。行動変容のメカニズム

をより深く理解するために、分別行動を始める短期的視点と適応した中長期的視点を比較することを本

研究に取り入れる。 



 
図１：研究フレームワーク 

 
３．研究の方法 

社会学、社会心理学、計量経済学及び行動科学などの先行研究により検証されたごみ分別、リサ

イクル、及び環境配慮行動に関る理論と実証的研究を調査し、態度と行動及び行動変容に関する社会

経済的属性と規定因の整合性、問題点を明らかにした。それに踏まえて、予備研究を参考にしながら、

現地調査で情報収集し、仮説の意識構造を拡充・再構築した。 

本研究では、家庭ごみの分別行動に関する対象者の行動意図を明らかにし、その変化を促す要

因を分析するために、Ajzen（1991）の計画行動理論（TPB）を基礎理論およびフレームワークとして採用

する。まず、計画行動理論に基づく質問票を作成し、行動に対する態度、主観的規範、および行動制

御感の 3 つの側面を評価する。調査開始時と 1 年後の 2 回、質問票調査を実施し、時間経過による行

動意図および実際の行動の変化を追跡する。収集したデータは統計解析ソフトウェアを用いて分析し、

多変量解析を行うことで、態度、主観的規範、行動制御感が行動意図および実際の行動に与える影響

を評価する。また、対象者の実際のごみ分別行動を観察し、自己申告データと比較することで、自己申

告と実際の行動の一致度を検証する。さらに、質問票調査の結果に基づき、半構造化インタビューを実

施して、行動意図や実際の行動の変化について詳細に理解する。特に、文化的背景や個人的な経験

がごみ分別行動に与える影響を深掘りする。また、複数の対象者を対象としたフォーカスグループディ

スカッションを行い、行動変容の共通要因や異なる要因を特定する。最終的に、定量データと質的デー

タを統合し、総合的な分析を行うことで、行動意図と実際の行動の変化を体系的に解釈した。研究結果

に基づき、効果的なごみ分別推進策や環境保全政策の提言を行い、特に異文化背景を持つ人々に対

する適応支援策の設計に役立てることを目指した。 

 

４．研究成果 
（１）文献調査 

リサイクル行動やごみ分別行動を含めた廃棄物分別研究の文献調査を行った（図 2）。1990 年代

以降に文献の数が爆発的に増加していることが分かった。そして、文献の発展は主に 3 つの段階（2000



年以前、2001 年から 2010 年、2010 年以降）に分けられる。 

2000 年以前：この時期の研究の焦点は主

に廃棄物分別と処理の技術的および環境的側

面に置かれていた。具体的には、汚染、設備、

バイオマスの潜在力、嫌気性消化などが主なテ

ーマであった。2001 年から 2010 年：研究の焦

点は技術的な側面から、社会的および管理的

な側面へと移った。この時期の研究では、固形

廃棄物管理、行動・意識変容、意思決定などが

注目された。使用された方法としては、ロジステ

ィック回帰やライフサイクルアセスメント（LCA）な

どがあった。2010 年以降：特に中国や東南アジ

ア諸国などの発展途上国において、廃棄物分別研究は爆発的に増加した。また、持続可能性や循環

経済とも結びつくようになった。使用される方法は、特に計画行動理論（TPB）などの心理学的理論やモ

デルにシフトした。全体的にみると、廃棄物分別関連の研究の進化が、技術的な焦点（汚染、廃棄物処

理施設、処理）から、社会的側面（人間の意図と行動）、そしてガバナンス（政策、公共の参加）へと移行

していることが観察された。 

 

（2） 各調査研究結果のまとめ 
 
表１： 関連調査研究概要 

 ベトナム 中国 日本 国際 
 ホーチミン市 杭州（予備調査） チベット 近畿地域 国際寮 
調 査 研 究 実
施時期 

2019－2021 2017－2018 2021－2023 2021－2023 2019－2022 

ゴミ分別実施 パイロット実施 パイロット実施 実施前 実施中 実施中 
アンケート調
査部数 

295 部 211 部 557 部 1676 部 376 部 

モデル構築 TPB TPB 拡張 TPB 拡張 TPB TPB 

特徴   地 域 文 化 を 考
慮 、 Value-
Belief-Norm 
(VBN)と融合 

分 別 実 施 の 特
徴によりグルー
プ分けて比較 

パネル 調査、
中長期比較 

論文 n.a. 発表論文 8 Under review 発表論文 10 発表論文 9 
 

表１で示している研究は、異なる地域における計画行動理論モデルの適用と、ごみ分別行動に影

響を与える要因の地域差を明らかにしたものである。中国の杭州では、態度、主観的規範、知覚行動

制御が廃棄物分別意図に正の影響を与えるが、知覚行動制御が最も強力な影響要因であるとされた。

教育と明確なガイドラインの提供が、意図と行動のギャップを埋めるために重要であると指摘されている。

一方、日本の関西地域では、新しいプラスチック資源循環法の導入により、知識と個人規範が意図に大

きな影響を与え、特に義務的な分別政策がある自治体ではその傾向が顕著であった。政府の政策もま

た、ごみ分別行動の促進に重要な役割を果たしている。ベトナムでは、主観的規範が意図に弱い影響

を与える一方で、知覚行動制御の影響は非常に弱く、より多くの実践的な支援とインセンティブが必要

とされた。これは、ベトナムの伝統的で保守的な社会的価値観が影響していると考えられる。これにより、

コミュニティや家族の期待が行動に与える影響が明らかになった。チベットにおいては、文化的および

宗教的信念が廃棄物分別行動に強く影響し、チベット仏教と地域文化を TPB モデルに統合することで、

 

図 2：廃棄物分別研究の発展 



ごみ分別行動の促進が図られた。これらの研究は、地域の文化的文脈を行動モデルに組み込むことの

重要性を示している。 

総括すると、TPB モデルの基本要素である態度、主観的規範、知覚行動制御は、どの地域におい

てもごみ分別意図に影響を与えるが、その影響力の程度は地域ごとに異なる。日本のように法規制が

強く影響する地域では、政策の効果が大きく、政府の支援が重要である。一方で、ベトナムやチベットの

ように伝統的な社会では、社会的圧力や文化的価値観が行動に与える影響が顕著であり、これらの要

因を考慮したアプローチが求められる。また、教育や啓発活動を通じて個人の知識と規範を高めること

が、廃棄物分別行動の促進に有効であると考えられる。 

 
（３） 研究の展望 

図３は、行動分析の研究領域と方法論の発展

を示している。それぞれの方法論には強みと弱みが

あり、ミクロ経済学理論は効用関数や選択モデル、

RCT を用いた定量的予測や政策評価が強みであり、

ナッジ理論などの実用的な応用も可能であるが、人

間の非合理的行動を完全には捉えきれないことが

ある。一方、行動経済学は心理学的知見を取り入れ、

人間の非合理的な意思決定を解釈することで、より

現実的な行動予測が可能である。社会心理学モデ

ルは、TPB などのモデルを用いて行動意図を理解

し、心理的要因を詳細に分析できるが、意図と行動のギャップや主観性の問題がある。神経科学は行

動の生物学的基盤を解明し、客観的なデータを提供できるが、コストやリソースの問題がある。 

今後、ごみ分別行動など環境配慮行動から持続可能な行動へ進化し、特に脱炭素行動変容が、

学術と実務的な焦点になりつつである。これらの方法論の強みを相互補完的に活用することで、行動分

析の精度と応用範囲がさらに拡大することが期待される。ミクロ経済学理論、行動経済学、社会心理学

モデル、神経科学の知見を組み合わせることで、より包括的で現実的な行動モデルが構築できる。さら

に、近年データサイエンスの発展により、社会実態調査や SNS データを活用し、感情分析と行動

の関係性を分析した試みを行い、人々の行動の傾向を捉え、その背後に潜む動機や心理を明

らかにすることが可能となった。このように、異なる方法論の統合と活用が進むことで、行動分析の

分野においてより実践的で効果的な介入や政策が設計されることが期待される。 
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図 3 研究方法の比較と展望 
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